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国民に対する「食料の安定供給」「質の高い食料の提供」の実現国民国民に対する「に対する「食料の安定供給食料の安定供給」「質の高い食料の提供」」「質の高い食料の提供」の実現の実現

①① 今後とも、消費者ニーズの変化等、食をめぐる状況の変化に的確に対応した今後とも、消費者ニーズの変化等、食をめぐる状況の変化に的確に対応した
『『高付加価値化、サービスの向上高付加価値化、サービスの向上 ＝＝ 食品流通機能の強化食品流通機能の強化』』

②② 取組が遅れている取組が遅れているITIT技術の活用や共同化等による技術の活用や共同化等による

『『食品流通コストの縮減食品流通コストの縮減 ＝＝ 食品流通の合理化食品流通の合理化』』

今後の食品流通の対応方向今後の食品流通の対応方向今後の食品流通の対応方向

例えば・・・例えば・・・ 食をめぐる状況が変化している食をめぐる状況が変化している食をめぐる状況が変化している

人口減少や少子高齢化、健康志向等により国内マーケットは量的飽和状態にあり、今後一層の事業者間の競争が激化す
る中で、各事業者はこうした状況変化に対応した取組を進めている。

人口減少や少子高齢化、健康志向等により国内マーケットは量的飽和状態にあり、今後一層の事業者間の競争が激化す
る中で、各事業者はこうした状況変化に対応した取組を進めている。

流通業者の取組流通業者の取組流通業者の取組

対 応対対 応応

○ 食に対する安全・安心志向等の食をめぐる状況の変化に対応し、食品の流通業者は食品流通の高付加価値化等のための
取組や、効率的な食品流通を実現するためのコスト縮減の取組を進めている。

○ 今後とも、食品流通機能の強化を図りつつ、個々の企業による取組ではなかなか進まないITの活用や共同化等によるさらな
る食品流通コストの縮減を国として支援していくことが必要。

食に対する安全・安心、健康志向 人口の減少、女性の社会進出、少子高齢化 環境問題に対する関心の高まり
等

等

１

ⅠⅠ 食品流通における食料供給コスト縮減の位置付け食品流通における食料供給コスト縮減の位置付け

等過剰包装の削減過剰包装の削減

トレーサビリティ・システムの構築トレーサビリティ・システムの構築 コールドチェーンの確立コールドチェーンの確立 生鮮コンビニの展開生鮮コンビニの展開調理済み商品の販売調理済み商品の販売

通い容器の導入通い容器の導入 配送の共同化配送の共同化電子取引の導入電子取引の導入

例えば、効率的な食品流通を実現しコストを縮減するための・・・

例えば、高付加価値化、サービスの向上を図るための・・・



「食品流通」の持つ機能により、多くの生産者が生産した「大量単品目」の生産物が「少量多品目」に分荷され、小売店等で販売
されている。このため、消費者が小売店等に行けば「全国の多種多様な生産物を」「いつでも」「好きな量、形で（小分け、カット
等）」「効率的」に購入することができる。
例えば・・
・ コンビニエンスストアの食品のアイテム数は約２，０００、スーパーマーケットは約５，０００～８，０００。
・ 東京の食料自給率（カロリーベース）は１％。一方、北海道は２０１％。

２

○ 現代の食品流通は、消費者が「全国の多種多様な生産物を」「いつでも」「好きな量、形で（小分け、カット等）」「効率的」に購
入するための仕組み。

○ 消費者のニーズの変化など食を巡る状況の変化に対応しつつ、生産者と消費者との間の隔たり（ギャップ）の橋渡し＝食品
流通の機能を適切に発揮して消費者の生活の質の向上等を図るためには、一定のコストが発生。

① 人の隔たり（＝所有権の移動が必要）の橋渡し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・「商取引機能」

② 場所の隔たり（＝生産地と消費地が離れている）の橋渡し・・・・・・・・・・・・・「輸送機能」

③ 時間の隔たり（＝生産する時期と消費する時期が異なる）の橋渡し・・・・・・「保管機能」

④ 認識の隔たり（＝産地の情報が伝わりにくい）の橋渡し・・・・・・・・・・・・・・・・「情報機能」

①① 人の隔たり（＝所有権の移動が必要）の橋渡し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・「商取引機能」人の隔たり（＝所有権の移動が必要）の橋渡し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・「商取引機能」

②② 場所の隔たり（＝生産地と消費地が離れている）の橋渡し・・・・・・・・・・・・・「輸送機能」場所の隔たり（＝生産地と消費地が離れている）の橋渡し・・・・・・・・・・・・・「輸送機能」

③③ 時間の隔たり（＝生産する時期と消費する時期が異なる）の橋渡し・・・・・・「保管機能」時間の隔たり（＝生産する時期と消費する時期が異なる）の橋渡し・・・・・・「保管機能」

④④ 認識の隔たり（＝産地の情報が伝わりにくい）の橋渡し・・・・・・・・・・・・・・・・「情報機能」認識の隔たり（＝産地の情報が伝わりにくい）の橋渡し・・・・・・・・・・・・・・・・「情報機能」

生産と消費の「４つの隔たり」と食品流通の「４つの機能」生産と消費の「４つの隔たり」と食品流通の「４つの機能」

経済性の達成

生活に必要な商品をより安い価格で提供
する。

経済性の達成経済性の達成

生活に必要な商品をより安い価格で提供生活に必要な商品をより安い価格で提供
する。する。

生活物資の適量適時供給

消費者が希望する数量だけ、希望する時
点で確実に供給する。

生活物資の適量適時供給生活物資の適量適時供給

消費者が希望する数量だけ、希望する時消費者が希望する数量だけ、希望する時
点で確実に供給する。点で確実に供給する。

生活の質の向上

消費者が満足して生活を送ることができるよ
う適切な方法（鮮度管理等）で商品を提供する。

生活の質の向上生活の質の向上

消費者が満足して生活を送ることができるよ消費者が満足して生活を送ることができるよ
う適切な方法（鮮度管理等）で商品を提供する。う適切な方法（鮮度管理等）で商品を提供する。

４つの機能を適切に発揮することで・・・・４つの機能を適切に発揮することで・・・・

食品流通の役割を整理すると・・・・食品流通の役割を整理すると・・・・

食品流通の発展した現代は・・・・食品流通の発展した現代は・・・・

ⅡⅡ 食品流通の機能食品流通の機能



出荷出荷 出荷出荷 農協農協 ・・
団体団体 組合組合 経済連経済連

（１）食品流通の実態

○ 主要な流通経路（ 生鮮品 米 ）

○ 食品の流通は、品目の特性等に応じて多様な流通形態がある。生鮮品は卸売市場が主要な流通経路となるとともに、米は平
成１６年の食糧法改正で流通規制が原則撤廃され、生産者や単位農協からの直接販売等多様なルートで流通している。また、
加工食品は、製造業者や小売店の規模に応じて、複数の卸売業者や共同倉庫、集配センターを経由するルートがある。

３

○ 加工食品の主要な流通経路
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ⅢⅢ 食品流通の実態とコスト縮減のための課題食品流通の実態とコスト縮減のための課題
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※ 商品は直接二次卸売業者に納品されることもある（その場合、一次卸売業者
を経由するのは商流のみ)。
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注）全国出荷団体：全国農業協同組合連合会、全国主食集荷協同組合連合会
コメ価格センター：米穀の取引の指標とすべき適性な価格の形成を図り、その円滑な
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集出荷団体等 自社直接輸入 卸売市場 商社 食品製造業 その他

○ 生鮮野菜の仕入先別仕入量割合

資料：農林水産省統計部「平成１５年食品流通構造調査（青果物調査）」
注）仕入先別仕入量割合は食品小売業２，２３７事業所、食品製造業７４５事業所の回答結果。
仕入量は当該回答を用いた推計。

４

○ 国内産生鮮野菜は、小売業向けは市場流通が大部分を占めている。一方、製造業向けは産地からの直接仕入れが中心と
なっている。
輸入生鮮野菜は、小売業向けは市場流通が、製造業向けは商社からの直接仕入れが中心となっている。

（食品小売業）

（食品製造業）

○ 輸入生鮮野菜の流通経路
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資料：農林水産省「野菜政策の基本的方向」及び
農林水産省「平成１５年青果物卸売市場調査報告」
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（単位：千トン、（ ）内は輸入野菜のうち卸売市場を経由する割合）
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資料：農林水産省統計部「平成１７年食品流通段階別価格形成調査」を基に
流通課で推計

注）仲卸・小売経費の内訳については、１店舗当たりの平均を使用した。

○ 青果物のコスト構造をキャベツを例にみると、小売・卸経費や集出荷経費などの流通経費は総コストの約５割を占めている
（青果物平均では約６割）。経費の内訳をみると、食品流通業の労働集約的な産業特性から人件費が多くの部分を占めるととも
に、賃借料や支払運賃、包装材料費等も相当部分を占めている。

1４５．１円／㎏
（平成１７年）

青果物（キャベツ）のコスト構造（利潤を除く）
○ 小売経費の内訳 ○ 仲卸経費の内訳

○ 卸売経費の内訳

卸売手数料

※卸売経費の内訳については流通課推計

１４５．１円

１１４．１円
１０８．６円

１００円

（２）食品のコスト構造

５

○ 集出荷団体経費の内訳

※その他：減価償却費、集荷費、検査料、保管料等

７９円

出荷奨励金・・・出荷の誘因、物品の規格化・荷口の大型化の
促進を図るため、卸売業者から出荷団体へ交付す
るもの。

完納奨励金・・・販売代金の期限内回収の促進、代払制度の維
持を図るため、卸売業者から仲卸業者・売買参加
者（代払組合等を含む）へ交付するもの。

給与手当

16.8円管理経費

10.1円

そ
の
他
1.1

販売経費

3円

生産者受取価格
７９円

集出荷団体経費
２１円

卸売経費 8.6円

仲卸経費 5.5円

小売経費
３１円

（上位３位）
・包装材料費 ０．８円
・広告宣伝費 ０．７円
・支払運賃 ０．６円
上位３位 計 ２．１円

（上位３位）
・賃借料 ２．９円
・福利厚生費 １．３円
・租税及び負担金１．０円
上位３位 計 ５．２円

（上位３位）
・人件費 １．６円
・施設費 ０．３円

・見積地代 ０．３円
上位３位 計 ２．２円

包装・荷造

材料費

7.7円

出荷運送料

8.5円

販売管理費
2.3円

上部団体手数料
1.1円

その他
1.2円

負担金 0.3円

（上位３位）
・支払運賃 ０．９円

・包装材料費０．２円
・取引交通費 ０．１円
上位３位計 １．２円

（上位３位）
・福利厚生費 ０．３円
・雑費 ０．３円
・賃借料 ０．２円
上位３位 計 ０．８円

給与手当

3.6円

管理経費

2.2円

販売経費
0.6円

出荷奨励金・

完納奨励金

2.2円

給与手当

2.6円

管理経費

1.5円

販売経費

1.4円円



販売対策費
109円

系統手数料
109円

運賃
82円保管料

54円

その他
190円

○ 米のコスト構造をみると、小売経費、卸売経費、集出荷経費といった流通経費は、総コストの約３割を占めている。
○ 小売経費の内訳をみると、人件費が相当部分を占めている。卸売経費の内訳をみると、人件費、精米経費、運賃で約７割
を占めている。集出荷経費の内訳をみると、販売対策費で約２割、系統手数料で約２割を占めている。

○ 小売経費の内訳 ○ 卸売経費の内訳

６

人件費

186円

運賃
41円

その他

138円

○ 集出荷経費の内訳

小売経費
365円

卸売経費 317円

集出荷経費

544円

生産経費
（全算入生産費）

2,868円

その他

85円

人件費

98円

精米経費

79円

運賃

56円

注１）総務省「家計調査」、米価格センター入札価格、農林水産省統計部
「米及び麦の生産費統計」（平成16年産）、「米麦の出荷又は販売の
事業を行う者等の流通状況調査」により推計した価格構造に基づき
各段階における利潤（又は損失）を勘案して経費を算出した。

２）卸売経費の内訳の推計に当たっては、米穀機構「平成16年度米穀
卸売業者の経営指標」における総合損益計算書のデータを使用した。

３）小売経費の内訳については、経済産業省「産業連関表」（平成12年）
により食糧部が推計した。

４）集出荷経費の内訳については、参考となる統計データがないため、
全農米穀事業改革において全農が公表した現行の流通経費試算
の内訳比率により按分した。

５）ラウンドの関係で、数値が一致しないことがある。

米のコスト構造（利潤を除く） （上位３位）
・販売経費 １６円
・施設・設備費 １６円
・支払利息・保証料 １２円
上位３位計 ４３円

（上位３位）
・給料諸手当 ５２円
・精米製造労務費 19円
・その他労務費 １5円
上位３位計 ８７円

（平成１６年）
4，094円／10kg

（上位３位）
・賃金・俸給 １６０円
・社会保険料 １４円

・その他給与及び手当 ９円
上位３位計 １８３円

（上位３位）
・対事業所サービス ２８円
・金融・保険・不動産 ２１円
・光熱水道費 ８ 円
上位３位計 ５７円



○ 食料購入頻度の日米比較（１週間の平均買い物回数）

資料：「平成１３年度食料・農業・農村の動向に関する年次報告」
注）平成１２年９月～１１月に日本（主に関東エリアの消費者220人）及び米国（ニューヨーク
の消費者200人）を対象に実施した調査結果である。

○ 食料品の買い物の特徴 ○ 夕食に食べる品数

資料：平成７年度食料品流通経費調査報告書資料：平成７年度食料品流通経費調査報告書

○野菜消費上位５品目（生鮮1989～91年平均）
（米国） （日本）

出展：筑波書房「野菜の国際比較」
７

（３）流通コスト形成に影響する要因

0 1 2 3 4 （回）

野菜

果物

鮮魚

精肉 米国

日本

0% 20% 40% 60% 80%

まとめ買い

当用買い

0% 20% 40% 60%

２品以下

３品

４品

５品

６品以上

○ 地産地消へ期待すること

その他

伝統料理、食文化の紹介

旬を大切にした農産物の提供

1%

11%

73%

90%

48%

30%

43%

生産者とのつながり

安い農産物の提供

新鮮なおいしい農産物の提供

安全・安心な農産物の提供

資料：九州農政局企画調整部企画調整課「地産地消に関するアンケート調査結果」（平成１４年）

資料：農林漁業金融公庫「地元農畜水産物への意識や購入に関するアンケート調査」 （平成１６年２月）
注）特に志向が強いと思うもの、重視する点を２つ選択。

米国

日本

米国

日本

○ 食に対する志向で特に強いと思うもの

レタス

たまねぎ

トマト
キャベツ

にんじん

その他

だいこん

キャベツ

その他
たまねぎ

きゅうり

トマト

（消費者）
○ 我が国の消費者の食料品の購買行動は、近年、買い物頻度が減少する等の傾向が見られるが、依然として多頻度最寄り買
いの傾向が強い。また、少量多品目の消費に加え、近年、食品購入の際には、価格も重視しつつ、健康・安全志向などがあり、
安全・安心な農産物の入手方法として地産地消への期待も高まっている。

○ 食品を購入する際に重視する点
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

健康・安全志向

手作り志向

国産志向

美食志向

経済性志向

簡便化志向

全体

３０代以下

４０代

５０代

６０代以上

0% 20% 40% 60% 80% 100%

鮮度

価格

味

栄養

産地・銘柄

旬

生産方法

数量

見た目

生産者

生鮮野菜を購入する場合

「経済性志向」の者

「健康・安全志向」の者



239

5,086

243

5,464

263

6,316

卸売業者

仲卸業者

平成６年度

平成１４年度

平成１６年度

（食品流通業者①）
○ 我が国の食品小売業は、多頻度最寄り買いという消費者行動等を反映し、野菜、食肉等の専門店など小規模な小売店が多
い。こうした全国の多数の食品小売業者に対して、多くの生産者の「大量単品目」の生産物や加工食品を集荷して「少量多品
目」に円滑に分荷するため、卸売市場（卸売業者、仲卸業者）や加工食品卸売業者が流通の結節点になっている

○ 食品小売業の事業所数の推移

○ 中央卸売市場における卸・仲卸業者数の推移

資料：農林水産省流通課調べ
注）中央卸売市場数はH13～16においては８６市場である。

185 ,509

263 ,681

28 ,226

16 ,096

1 ,804

463

140 ,172

204 ,171

41 ,770

17 ,691

1 ,668

362

132 ,299

190 ,788

42 ,738

18 ,485

1 ,675

308

食料品中心店

食料品専門店

コンビニ

食料品スーパー

総合スーパー

百貨店

平成６年

平成１４年

平成１６年

８

資料：経済産業省「商業統計」

○ 加工食品卸売業の事業所数の推移

資料：経済産業省「商業統計」

資料：中央卸売市場卸売業者（青果、水産の計）については、総合食料局流通課調べ
加工食品卸売業者については、経済産業省「平成１６年商業統計」

○ 食品卸売業者の従業者数

（中央卸売市場卸売業者） （加工食品卸売業者）

62.6%

30～99人

注）割合は、従業者規模別の事業所数割合である。

注）中小企業：資本金１億円以下の会社または常時従業員数が１００人以下の会社等

0～29人
13.2%100人以上

24.2%

92.9%

0～29人

6.3%
30～99人

0.8%100人以上

（参考）
○ 仲卸業者（青果、水産の計）については、0～29人（91.1%)、30～99人(8.6%)、100人以上(0.3%)

（事業所数）

（業者数）

食料・飲料
卸売業

45,054

45,295

53,687

平成６年
平成１４年
平成１６年

（事業所数）



1 5 .5 %

1 5 .3 %

1 2 .4 %

2 1 .3 %

2 1 .1 %

1 3 .1 %

1 7

1 6

H1 5
全ての食品に導入

一部の食品に導入

（食品流通業者②）
○ 消費者の安全・安心志向に対応し、食品流通業者は食品の情報を提供する必要性を感じており、トレーサビリティ・システム
の導入も進んでいる。

９

○ トレーサビリティ・システムの導入状況

【 食品卸売業 】

【 食品小売業 】

資料：農林水産省統計部「平成１７年度食品産業動向調査結果の概要
（トレーサビリティ・システムの導入・実施状況等の実態）」

注）本調査におけるトレーサビリティ・システムとは「いつ、どこから仕入れ、
（いつ、どこで製造し）、いつ、どこに出荷（販売）したかを特定できること」と定義。

25.5%

36.4%

36.8%

1 4 .8 %

1 1 .2 %

6 .4 %

2 1 .0 %

1 7 .3 %

6 .2 %

1 7

1 6

H1 5
全ての食品に導入

一部の食品に導入

12.6%

28.5%

35.8%

○ 食品の情報の必要性に関する意識

【 産地名について 】

89 .8%

91 .2%

10 .2%

7 .8 %

食品卸売業

食品小売業

【 生産者名について 】

45 .8%

47 .1 %

42 .4 %

28 .4%

食品卸売業

食品小売業

【 畑の場所・農園名について 】

13 .6%

22 .5 %

35 .6%

40 .2%

食品卸売業

食品小売業

50 .8%

56 .9 %

27 .1 %

30 .4%

食品卸売業

食品小売業

【 生産者の連絡先について 】

資料：平成１６年度農林水産情報交流ネットワーク事業
農林水産省「野菜の生産流通情報に関する意識・意向調査結果（全国アンケート調査）」

どちらかといえば必要である必要である



6.86 .576 .726 .346 .71

2 .712 .932.882 .682 .78

0

2

4

6

8

10

12

14

平均 ３０人以下 ３１～５０人 ５１～１００人 １０１人以上

（従業員数）

（％）

　販売管理費

　人件費

91

46

無料

34

82

33

50

0
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50

60
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80

90

100

○ 食料品と他の品目の小売業・卸売業の労働生産性の比較

922 .9

680 .4

732 .5

719 .6

1 ,1 66 .3

1 ,6 08 .1

522 .0

754 .9

378 .1

689 .1

630 .7

0 2 0 0 4 0 0 6 0 0 8 0 0 1 , 0 0 0 1 ,2 0 0 1 ,4 0 0 1 ,6 0 0 1 , 8 0 0

卸売業平均

衣服・身の回り品卸売業

農畜産物・水産物卸売業

食料・飲料卸売業

　　化学製品卸売業

　　鉱物・金属材料卸売業

小売業平均

織物・衣服・身の回り品小売業

飲食料品小売業

　　自動車・自転車小売業

　　燃料小売業

（万円）資料：経済産業省「平成１７年企業活動基本調査」
注）労働生産性＝付加価値÷常用従業者数
付加価値とは、営業利益＋給与総額＋租税公課＋減価償却費＋賃借料

（各種料金等）
○ 我が国の生鮮食料品のコスト形成に影響するエネルギー価格、人件費等は米国と比較して割高である。ただし、購入者価格
に占める流通経費の割合は、他産業、米国と比較してもほぼ同程度となっている。

○ 労働集約的な物流作業の実態がある食品流通の労働生産性は低い。

○ 中央卸売市場卸売業者・仲卸業者の総売上高に対する販売管理費・人件費の割合

【 卸売業者 】

10.910.7
11.612.2

11.2

5 .1
5 .8

6 .97.4
6 .1

0

2

4

6

8

10

12

14

平均 １～５人 ６～２０人 ２１～５０人 ５１人以上

（従業員数）

（％）

　販売管理費

　人件費

【 仲卸業者 】

資料:農林水産省総合食料局流通課調べ

資料：経済産業省「産業の中間投入に係る内外価格差調査」,厚生労働省「2003年海外情勢報告」
注１）大口電気料金、ガソリン価格、トラック運賃、事務所賃借料、通信は2003年９月～11月の調査値、
製造業賃金は2002年、高速道路利用料金は2004年。
２）高速道路利用料金については、日本道路公団の東名高速道路の東京～名古屋間の料金を１００㎞換
算することにより、農林水産省で試算したものである。

○ 日本を１００とした場合の米国との内外価格差比較

43 .6

38 .8
36 .1

43 .4

0

10

20

30

40

50

食用農水産物
その他の産業

日

本
米

国

日

本
米

国

（％）

○ 流通経費割合の日米比較

資料：農林水産政策研究所
「食用農水産物・食料品
のマージン率」

注１）日本：２０００年のデータ
米国：１９９７年のデータ

２）流通経費とは、卸売経

費と小売経費とする。こ
れを購入者価格で除した
ものを流通経費割合とす
る。（国内貨物運賃を除
く。）

１０

大口電
気料金

ｶﾞｿﾘﾝ
価格

高速道路
利用料金

トラック
運賃

製造業
賃金

事務所
賃借料

通信



外部委託

加工・包装施設の整理・統合による稼働率の向上

加工・包装施設への自動機器の導入による効率化

段ボール等の美粧化の抑制による低コスト化

バラ流通等による包装の簡素化

通い容器等の利用

食品小売業

食品卸売業

47.447.4%%

39.839.8%%

39.539.5%%

29.529.5%%

21.921.9%%

29.529.5%%

16.316.3%%

19.719.7%%

11.611.6%%

13.513.5%%

10.710.7%%

14.314.3%%
中長距離・多量輸送の場合の鉄道利用

輸配送トラック運行管理システム等の

情報通信技術を活用した効率化

他社との共同配送施設の整備

一貫したパレット輸送による荷役作業の効率化

自社物流センターの整備

他社との輸配送の共同化

外部委託

他品目との混載、ルート配送等による

配送用トラックの利用効率の向上

食品小売業

食品卸売業

（物流の効率化）
○ 労働集約的な食品の物流の実態、消費者の多頻度最寄り買い等に対応した多頻度小口配送や割高な各種料金等がコスト
を押し上げる要因となっていると考えられる。

○ こうした中、コスト縮減のための取組として、食品流通業者は、加工・包装分野では通い容器等の利用、バラ流通等による包
装の簡素化等に、輸配送分野では配送用トラックの利用効率の向上、外部委託や共同化、物流センター整備や荷役作業の
効率化等に関心が高い。また、流通の段階によって関心の高さに差がある取組も多い。

○ 今後は、こうした事業者の取組を推進するため、流通の各段階が連携しつつ、IT技術の活用による省力化作業体系の確立、
配送ネットワークの合理化など物流の効率化の取組を進めていく必要がある。

○ 輸配送分野のコスト削減において関心のある取組

資料：農林水産省「食品流通の物流に関する意識・意向（全国アンケート結果）」

47.4%47.4%

55.755.7%%

35.835.8%%

50.050.0%%

31.231.2%%

29.929.9%%

19.519.5%%

18.418.4%%

11.211.2%%

25.425.4%%

14.914.9%%

9.89.8%%

12.112.1%%

10.710.7%%

2.32.3%%

8.28.2%%

○ 加工・包装分野のコスト削減において関心のある取組

１１

（４）コスト縮減のための課題



（卸売市場改革の推進）
○ 国産の生鮮食料品の主要な流通経路となっている卸売市場については、生産、消費の両サイドからの期待に応えられる「安
全・安心」で「効率的」な流通システムへ転換する観点から、平成１６年に卸売市場法の改正が行われたところである。
卸売市場における集荷量の低下等を踏まえた効率的な物流の実現に向け、引き続き卸売市場改革に着実に取り組んでいく

必要がある。

（平成13年３月30日閣議決定）

卸売市場について総合的な検討を行う中で、卸
売手数料の問題について「平成１５年度に結論」「平成１５年度に結論」
と明記

⇒ 「食品流通の効率化等に関する研究会」報告
で手数料を始めとした規制の弾力化手数料を始めとした規制の弾力化等を答申

規制改革推進３か年計画規制改革推進３か年計画規制改革推進３か年計画

3.71,304地方卸売市場

4.986中央卸売市場

取扱金額

（兆円）
市場数

卸売市場の数と取扱金額卸売市場の数と取扱金額卸売市場の数と取扱金額

注）中央卸売市場は16年度、地方卸売市場
は15年度。

卸売市場経由率の推移卸売市場経由率の推移卸売市場経由率の推移

（％）

0

20

40
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80

100

S51 56 61 H3 8 9 10 11 12 13 14 15

水産物

青果物

卸売市場法の改正（平成１６年）卸売市場卸売市場法の改正（平成１６年）法の改正（平成１６年）

○ 卸売市場の再編・統合
○ 卸売手数料の弾力化
○ 卸・仲卸業者の業務内容の多角化
○ 仲卸業者の経営健全化措置の導入

市場機能の強化市場機能の強化

＜市場の再編＞

出荷者出荷者

中央市場（中）中央市場（中）

地方市場地方市場

地方市場地方市場

出荷者出荷者

統合新市場
（大）

中央市場（小）中央市場（小）
統合

○ 商物一致規制の緩和（最適物流の実現）
○ 買付集荷（卸が買付、自己のリスクで販売）
の自由化
○ 第三者販売（卸→小売）、直荷引き（生産

者→仲卸）の弾力化（省令）

旧態依然とした規制の弾力化旧態依然とした規制の弾力化

＜電子商取引による商物分離取引の例＞

生
産
者
・
出
荷
者

ス
ー
パ
ー
・小
売
店

卸売市場
（商流）

（物流） （物流）

（商流）

（商流） （商流）

（物流）

せり・相対

ネット取引

安全・安心への対応安全・安心への対応

○ 食の安全・安心確保のための品質
管理の徹底
（低温管理によるコールドチェーンの
実現等）

＜卸売市場は常温、排気ガス等侵入＞
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（多様なニーズ、課題等に対応する流通体系の構築）
○ 消費者の多頻度最寄り買いや少量多品目の消費等は、少量パックでの商品販売、大量のレジ袋の使用等によりコスト上昇
の一要因になっていると考えられる。こうした中、近年、小売業ではバラ売り、レジ袋からマイバックへの転換等の取組が進ん
でおり、さらなる普及が期待される。

○ 流通コストの縮減を図りつつ、安全・安心志向等に応えていくためには、地産地消など生産者と消費者の顔の見える関係の
構築や、食農連携の強化等も効果的であると考えられる。

○ 近年、食品廃棄物の発生量は微増傾向にあり、品質の劣化等による食品ロスの発生抑制、廃棄物処理コストの削減の取組
が必要である。

○ 容器包装リサイクル法の再商品化費用負担総額
（プラスチック製容器包装）

１３

資料：財団法人日本容器包装リサイクル協会（指定法人）調べ
（参考）指定法人の市町村からの引取量（平成12年度：67千ｔ→平成17年度：529千ｔ）

○ 食品循環資源の再生利用等実施率の推移

注）本調査は、国内約2,500事業所に対する調査結果に基づく推定値である。
また、本調査における「外食産業」には、沿海旅客海運業、内陸水運業、結婚式場業及び旅館業を含む。

42,294

35,198

29,046

21,550

14,486

6,526

17

16

15

14

13

H12 （単位:百万円）

・ 総使用枚数：３０５億枚（国民一人当たり年間約３００枚）
原材料石油換算：約５５．８万キロリットル

○ レジ袋の使用状況

出展：日本ポリオレフィンフィルム工業組合ＨＰより

○ 量販店における小売包装形態（みかん）

２．６％２０．３％３９．９％２５．２％１２．１％

その他箱単位ネット包装パックばら売り

資料：農林水産政策研究所「果実の需給安定政策のための経済分析」（平成15年）

0% 10% 20% 30% 40% 50%

食品廃棄物等の保管場所の

確保や臭気対策

再生利用に要するコストの低減

再生利用業者、再生利用施設、

再生利用製品の利用先等の確保

異物の除去等分別の徹底

公的補助による再生利用事業の育成
食品製造業

食品卸売業

食品小売業

外食産業

○ 再生利用を推進するに当たっての課題

資料：農林水産省統計部「平成１７年食品循環資源の
再生利用等実態調査結果の概要」

注）複数回答（３つまで）の結果を集計したもの。
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（万トン）

資料：農林水産省統計部「食品循環資源の再生利用等実態調査報告」

○ 食品廃棄物の年間発生量の推移
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72％

28%

17%
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資料：農林水産省統計部「食品循環資源の再生利用等実態調査報告」

食品産業計



○ 電子タグ、EDIの普及【卸売市場を中心とした生鮮食料品流通に電子タグを導入する実証モデルの構築等】

○ 通い容器の普及や低廉な輸送手段の活用【通い容器普及のための環境整備、青果物のモーダルシフトの実現に向けた課題整理等】

○ 配送の共同化、都市内物流の効率化【総合物流施策大綱に基づく国土交通省等との連携、都市内物流効率化のための推進組織の立ち上げ等】
（事例：Ｐ２６）

○ 物流拠点の再編【物流効率化法に基づく効率的な流通業務の実現の支援等（国土交通省等との連携）】（事例：Ｐ２５、Ｐ２６、Ｐ２７）

○ 交通インフラの整備【総合物流施策大綱に基づく国土交通省との連携】

○○ 電子タグ電子タグ、、EDIEDIのの普及普及【【卸売市場を中心とした生鮮食料品流通に電子タグを導入する実証モデルの構築等卸売市場を中心とした生鮮食料品流通に電子タグを導入する実証モデルの構築等】】

○○ 通い容器の普及や低廉な輸送手段の活用通い容器の普及や低廉な輸送手段の活用【【通い容器普及のための環境整備、青果物のモーダルシフトの実現に向けた課題整理通い容器普及のための環境整備、青果物のモーダルシフトの実現に向けた課題整理等等】】

○○ 配送の共同化、都市内物流の効率化配送の共同化、都市内物流の効率化【【総合物流施策大綱に基づく国土交通省等との連携、都市内物流効率化のための推進組織の立ち上げ等総合物流施策大綱に基づく国土交通省等との連携、都市内物流効率化のための推進組織の立ち上げ等】】
（事例：Ｐ２６）（事例：Ｐ２６）

○○ 物流拠点の再編物流拠点の再編【【物流物流効率化法に基づく効率的な流通業務の実現の支援等（国土交通省等との連携）効率化法に基づく効率的な流通業務の実現の支援等（国土交通省等との連携）】】（事例：Ｐ２５、Ｐ２６、Ｐ２７）（事例：Ｐ２５、Ｐ２６、Ｐ２７）

○○ 交通インフラの整備交通インフラの整備【【総合物流施策大綱に基づく国土交通省との連携総合物流施策大綱に基づく国土交通省との連携】】

物流の効率化物流の効率化物流の効率化 IT技術の活用による省力化作業体系の確立、配送ネットワークの合理化

○ 卸売市場の再編・合理化、連携【卸売市場整備基本方針に則した再編・合理化の促進、物流最適化のための連携手法の検討、モデル実証等】

○ 商物分離による最適物流の促進【市場に現物を搬入させる取引規制の緩和を踏まえた、モデル地区におけるダイレクト物流の実現と普及等】

○ 卸売手数料の弾力化、買付集荷の自由化【卸・仲卸等の業務規制を弾力化、モデル経営改善事例の調査・普及等】

○ 卸売市場経営への民間活力の導入【施設整備に係るＰＦＩ事業の活用や、指定管理者制度の導入等による管理業務のアウトソーシングの推進等】

○○ 卸売市場の再編・合理化卸売市場の再編・合理化、連携、連携【【卸売市場整備基本方針に則した再編・合理化の促進、物流最適化のための連携手法の検討、モデル実証等卸売市場整備基本方針に則した再編・合理化の促進、物流最適化のための連携手法の検討、モデル実証等】】

○○ 商物分離による最適物流の促進商物分離による最適物流の促進【【市場市場に現物を搬入させる取引規制に現物を搬入させる取引規制のの緩和緩和を踏まえた、モデル地区におけるダイレクト物流の実現と普及等を踏まえた、モデル地区におけるダイレクト物流の実現と普及等】】

○○ 卸売手数料の弾力化卸売手数料の弾力化、買付、買付集荷の自由化集荷の自由化【【卸・仲卸等の業務規制を弾力化、卸・仲卸等の業務規制を弾力化、モデルモデル経営改善事例経営改善事例のの調査・普及調査・普及等等】】

○○ 卸売市場経営への民間活力の導入卸売市場経営への民間活力の導入【【施設整備に係る施設整備に係るＰＦＩＰＦＩ事業の活用や、事業の活用や、指定管理者制度の指定管理者制度の導入等による管理業務のアウトソーシングの導入等による管理業務のアウトソーシングの推進推進等等】】

卸売市場改革の推進卸売市場改革の推進卸売市場改革の推進 集荷量の低下等を踏まえた効率的な物流の実現

○ 流通コスト縮減に資する販売方法の実現【過剰包装の廃止、マイバッグ・マイバスケットの利用の促進等】

○ 地産地消や農業者の直接販売の拡大【地産地消推進行動計画に基づく各種取組の推進、ネット販売の促進等】

○ 食農連携の強化等による実需者ニーズへの的確な対応【食品流通業者等と生産者との安定的な取引関係の確立の支援、契約取引の推進等】

○ 食品ロスの発生抑制、処理コストの削減【コールドチェーンの実現等による食品ロスの発生抑制、食品廃棄物の流通の円滑化等】

○○ 流通コスト縮減に資する販売方法の実現流通コスト縮減に資する販売方法の実現【【過剰包装の廃止、マイバッ過剰包装の廃止、マイバッググ・マイバスケットの利用の促進等・マイバスケットの利用の促進等】】

○○ 地産地消や農業者の直接販売の拡大地産地消や農業者の直接販売の拡大【【地産地消推進行動計画に基づく各種取組の推進、ネット販売の促進等地産地消推進行動計画に基づく各種取組の推進、ネット販売の促進等】】

○○ 食農連携の強化等による実需者ニーズへの的確な対応食農連携の強化等による実需者ニーズへの的確な対応【【食品流通業者等と生産者との安定的な取引関係の確立の支援、契約取引の推進等食品流通業者等と生産者との安定的な取引関係の確立の支援、契約取引の推進等】】

○○ 食品ロスの発生抑制、処理コストの削減食品ロスの発生抑制、処理コストの削減【【コールドチェーンの実現等による食品ロスの発生抑制、食品廃棄物の流通の円滑化等コールドチェーンの実現等による食品ロスの発生抑制、食品廃棄物の流通の円滑化等】】

販売方法の見直し、多様な流通チャネルの形成等多様なニーズ、課題等に対応する流通体系の構築多様なニーズ、課題等に対応する流通体系の構築多様なニーズ、課題等に対応する流通体系の構築
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ⅣⅣ 食品流通における今後の取組方向食品流通における今後の取組方向



電子タグの普及による作業効率化電子タグの普及による作業効率化

大幅な省力化を実現するための作業体系を開発大幅な省力化を実現するための作業体系を開発

【【物流管理効率化新技術確立事業（平成１７～１９年度）物流管理効率化新技術確立事業（平成１７～１９年度）】】
事業目標：我が国の生鮮食品等流通の大宗を占める卸売市場において、実証実験を通じ、電子タグ活用の作業体系を確立・普及し、これを導入事業目標：我が国の生鮮食品等流通の大宗を占める卸売市場において、実証実験を通じ、電子タグ活用の作業体系を確立・普及し、これを導入した市した市

場における物流作業コストを場における物流作業コストを４分の１程度削減可能４分の１程度削減可能とすることとすること

小 売 店

消費者

産 地

自動受発注自動受発注自動受発注自動受発注

出荷・入荷情報出荷・入荷情報出荷・入荷情報出荷・入荷情報

自動在庫管理自動在庫管理

卸売市場

ＥＤＩ ＥＤＩ

電子タグ 電子タグ

商流

物流

産地段階での効果
・ 一括検品等による集出荷経費削減、
トレーサビリティ・システムとの統合
・ 生産情報を消費者に伝達できるこ
とによるブランド力の向上

市場段階での効果
・ 一括検品、自動分荷等の作業効率
化、誤配やロス削減による流通コス
トの縮減
・ 温度管理タグ等による品質管理

小売段階での効果
・ 入荷検品や在庫管理が容易になる
ことにより作業時間・コストの縮減
・ 生鮮ＥＤＩ（ＰＯＳシステム）と結びつ
けることによる販売管理の効率化

消費段階での効果
・ 流通コスト低減による安価な価格で
の食品の購入
・ トレーサビリティ・システムの構築に
よる安全で安心な食品の購入

一括検品一括検品 自動分荷自動分荷

ＥＤＩ

○○ 電子タグを活用した効率的な生鮮食品流通電子タグを活用した効率的な生鮮食品流通

○○ 生鮮食品流通における課題生鮮食品流通における課題

・ 情報化が立ち遅れているため
旧態依然とした作業体系
・ 多大な労働力を要する検品
作業等

・・ 情報化が立ち遅れているため情報化が立ち遅れているため
旧態依然とした作業体系旧態依然とした作業体系
・・ 多大な労働力を要する多大な労働力を要する検品検品
作業等作業等

データを電子的に扱い、何度
も読み書きのできる電子タグを
活用し、取引業務の効率性等
を追求

データを電子的に扱い、何度データを電子的に扱い、何度
も読み書きのできる電子タグをも読み書きのできる電子タグを
活用し、取引業務の効率性等活用し、取引業務の効率性等
を追求を追求

流通コストの縮減流通コストの縮減流通コストの縮減
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輸送容器の現状輸送容器の現状輸送容器の現状 通い容器の先進事例通い容器の先進事例通い容器の先進事例 課題と対策課題と対策課題と対策

段ボール箱

使用量
年間１５億枚

使用経費
年間１，５００億円

（１箱１００円）

《段ボール普及理由》
・ 使い勝手のよさ
（回収の必要なし）
・ 品目適合性あり
・ 産地名等の表示
によるアピール
・ 撰果機との適合性

《通い容器使用のメリット》
（コスト縮減の観点から）

生産段階～ ・ 箱作りの労力減少
・ 雨天での箱詰め可能

輸送段階～ ・ 積載効率の向上（高く積める）
小売段階～ ・ 段ボール処理の省力化

・ 在庫管理が容易

《通い容器使用のメリット》
（コスト縮減の観点から）

生産段階～ ・ 箱作りの労力減少
・ 雨天での箱詰め可能

輸送段階～ ・ 積載効率の向上（高く積める）
小売段階～ ・ 段ボール処理の省力化

・ 在庫管理が容易

通い容器
年間５千万枚（延べ）
年間５０億円
（リース料１回１００円）

課題としては

① さらなる普及による
リース料の引き下げ

② 回収が困難
③ 品種毎の対応難
④ トラックと通い容器の規格の
不適合（積載率が下がる）

上記の解決には

① 適正流通経路の選定
・ 流通の単純化（契約取引）
・ 適性アイテム選定

② 流通システムの構築
・ 産地、市場での管理デポ（注）整備
・ 通い容器の管理体制の整備

（注）通い容器の回収、洗浄、保管、配送を
行う拠点。

普及率
３％

残
９７％

産地産地

① 産地と小売が契約し、通い容器を導入

量販店量販店

② 市場が主体となって、産地と小売の双方
と連携して通い容器を導入

市場市場

産地産地 小売小売

レンタルレンタル
会社会社

レンタルレンタル
会社会社

青果物輸送における通い容器の普及青果物輸送における通い容器の普及
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① クールコンテナのリース料金の吸収
○ ロットの確保
・ 産地間での連携が必要
・ 品目横断的な連携が必要

○ 帰り荷の確保
・ 異業種間（農業、食品製造業等）で
の連携が必要
・ コーディネーターの確保が必要

② 運行ダイヤによる制約
○ 運行ダイヤに合わせた出荷体制の
整備
・ 計画的な収穫体制の整備が必要
・ 産地の集出荷体制の整備が必要

・ 生鮮食品の輸送はトラックが
主流 （９割以上がトラック輸送）

・ 輸送時間調整の柔軟性

・ 積み替えなしの一貫輸送によ
る利便性

・ 生鮮食品の鉄道、船舶輸送は
ほとんど無い

・ 輸送時間の調整は難しい

・ 生鮮食品輸送には高リース料
のクールコンテナが必要

・ 遠距離輸送において
は輸送コストが安くな
る

・ 交通渋滞などの影響
がなく、計画的輸送が
可能である

・ 二酸化炭素排出量
などが少なく環境負荷
が小さい

輸送機関別　ﾄﾝ当たり運賃比較

\0

\5,000

\10,000

\15,000

\20,000

\25,000

\30,000

\35,000

100 300 500 700 900 1,100 1,300 1,500

トラック 鉄道
（注）冷凍食品を輸送する場合の比較である

(平成13年度食品基幹物流高度化システム確立促進事業報告書より)

km

ＣＯ2排出量がトラックの約１／８（鉄道の場合）
ＣＯ2排出量がトラックの約１／4（船舶の場合）

700km700km以上だと鉄道の方が低コスト以上だと鉄道の方が低コスト

現現 状状

メリット

モーダルシフトモーダルシフト 課題と対応策課題と対応策

低廉な輸送手段の活用（モーダルシフトの実現）低廉な輸送手段の活用（モーダルシフトの実現）
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① 物流拠点の再編・合理化、３ＰＬ（注１)の推進、モーダルシフト等
・ 中小企業が共同で行う物流センター等の施設整備、事業計画・システム設計事業等に対する
資金面での支援
・ 物流アドバイザーを派遣し、事業の活性化を支援
（注1）サードパーティー・ロジスティック

荷主と運送業者以外の者が効率的な物流を実現するためのプランニングやマネージメント
等を行うこと。

② 貨物交通のマネジメントの推進
・ 道路ネットワークの構築と使い方の工夫（効率的なトラック輸送、道路環境の改善・渋滞の緩和
等）、都市内物流の改善（共同集配システムの構築、荷捌停車帯の整備等）、海上コンテナ物流
の効率化

③ ＩＴ化の促進
・ 迅速で効率的なＳＣＭ（注2）を実現するためのＥＤＩの促進、電子タグの国際標準化と実用化の
促進、電子債権制度の活用、パレット・通い容器等の効率的管理・回収システムの構築、道路交
通情報通信システム等利用の推進、港湾物流情報プラットホームの構築
（注2）サプライチェーン・マネージメント

生産者、卸売業者、小売業者などが協力しあって物流を効率化すること。
（注３）ＥＤＩ

Electronic Data Interchange（電子データ交換）の略。取引企業同士が商品コード、通信
手順などの「共通ルール」に基づいて、取引に関する情報の交換を通信回線を介して電子的
に行うこと。

④ 物流効率化を支える人材の育成、物流事業（商慣行等）に関するあり方の検討等

① 物流拠点の再編・合理化、３ＰＬ（注１)の推進、モーダルシフト等
・ 中小企業が共同で行う物流センター等の施設整備、事業計画・システム設計事業等に対する
資金面での支援
・ 物流アドバイザーを派遣し、事業の活性化を支援
（注1）サードパーティー・ロジスティック

荷主と運送業者以外の者が効率的な物流を実現するためのプランニングやマネージメント
等を行うこと。

② 貨物交通のマネジメントの推進
・ 道路ネットワークの構築と使い方の工夫（効率的なトラック輸送、道路環境の改善・渋滞の緩和
等）、都市内物流の改善（共同集配システムの構築、荷捌停車帯の整備等）、海上コンテナ物流
の効率化

③ ＩＴ化の促進
・ 迅速で効率的なＳＣＭ（注2）を実現するためのＥＤＩの促進、電子タグの国際標準化と実用化の
促進、電子債権制度の活用、パレット・通い容器等の効率的管理・回収システムの構築、道路交
通情報通信システム等利用の推進、港湾物流情報プラットホームの構築
（注2）サプライチェーン・マネージメント

生産者、卸売業者、小売業者などが協力しあって物流を効率化すること。
（注３）ＥＤＩ

Electronic Data Interchange（電子データ交換）の略。取引企業同士が商品コード、通信
手順などの「共通ルール」に基づいて、取引に関する情報の交換を通信回線を介して電子的
に行うこと。

④ 物流効率化を支える人材の育成、物流事業（商慣行等）に関するあり方の検討等

総合物流施策大綱（総合物流施策大綱（20052005--20092009））〔〔平成平成1717年年1111月閣議決定月閣議決定〕〕

他省との連携による物流の効率化他省との連携による物流の効率化
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○ 物流関係事業に係る許可等の特例
・ 倉庫運送事業等の許可等を一括で付与。

○ 流通業務施設整備等に係る資金調達の支援
・ 中小企業信用保険の拡充。
・ 食品流通構造改善促進機構による食品流通業者
等への債務保証。

○ 倉庫建物に係る税制特例
・ 倉庫用建物の割増償却、固定資産税の課税標準
の特例等

※当省関係では、穀物サイロ、飼料サイロ、
水産冷蔵倉庫が含まれる。

○ 物流関係事業に係る許可等の特例
・ 倉庫運送事業等の許可等を一括で付与。

○ 流通業務施設整備等に係る資金調達の支援
・ 中小企業信用保険の拡充。
・ 食品流通構造改善促進機構による食品流通業者
等への債務保証。

○ 倉庫建物に係る税制特例
・ 倉庫用建物の割増償却、固定資産税の課税標準
の特例等

※当省関係では、穀物サイロ、飼料サイロ、
水産冷蔵倉庫が含まれる。

主な支援主な支援

● 流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律案（仮称）
流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律

効率的で環境負荷の小さい物流の実現が、環境対策上も必要

立地上最適な物流拠点施設の活用による効率的な流通業務（輸配送、保管、流通加工）の実現を支援

特定流通業務施設を活用した配送の合理化
情報システム導入等による在庫管理の適正化効果効果

物流の効率化

環境負荷低減

効率的な流通業務の実現

従来の物流

【従来の物流における問題点】
・ 輻輳する配送網
・ 物流拠点の分散化による非効率
・ 無駄な在庫の存在

流通加工場

荷捌き用上屋生産地 消費地

従来型倉庫

トラックターミナル、卸売市場、倉庫等で以下
のもの
・ 高速自動車国道、空港、港湾等の社会資本
の周辺に立地
・ 保管、荷捌き、流通加工等の機能を集約
・ 情報システム等を配備

流通業務総合効率化事業

生産地

高速自動
車国道等

物流拠点施設※

消費地

※特定流通業務施設

（農林水産省、経済産業省、国土交通省共管）
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地方の卸売市場の集荷力低下地方の卸売市場の集荷力低下
出荷者の出荷コスト増加出荷者の出荷コスト増加
大規模市場からの転送増加大規模市場からの転送増加

市場経営の悪化市場経営の悪化

卸売市場を巡る課題卸売市場を巡る課題

卸売市場の物流最適化の検証

卸売市場間連携の試行

モデル事業の実施
《 連携強化推進検討事業・ 連携物流実証事業 》

モデル地区において、市場関係者、実需者、物流業者等
の参画のもと、市場間連携手法の検討、実証を行う。

【 取組事例 】

群馬では、野菜の主産地であるにもかかわらず、農協

合併等による産地の大型化に伴い、出荷先の卸売市場

の選別が強まったことから、東京の中央卸売市場への出

荷量が増加した。このことにより、東京の中央卸売市場に

一度出荷されたものを自県内の地方卸売市場が集荷す

る、いわゆる転送荷が増え、物流コストが増加していた。

この問題の解決を図るため、県内の複数の中小規模

の市場が連携して大きなロットで共同集荷するなどして、

最適な物流の実現を図る取組を行っている。

最適物流の概念図

〈従来の物流〉 〈新たな物流〉

大型
産地

大型
産地

県外市
場など

県外市
場など中核

市場
中核
市場

中小規模市場 中小規模市場

連

携

共同集荷

転送
(コスト高）

卸売市場の連携（共同集荷により最適な物流の実現を図る取組）卸売市場の連携（共同集荷により最適な物流の実現を図る取組）
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・ モデル地区における、せり・入札、相対取引など卸売市場
の多様な取引形態に対応した電子商取引システムの開発、
電子商取引結果に基づく出荷者から小売業者等へのダイ
レクト物流の仕組みの構築・実証。

・ モデル事業によって開発されたシステムやコスト削減等
の成果の普及・啓発。

商物分離商物分離による最適による最適物流の物流の促進促進

小売業者等

現 状

先進モデル

卸
売
市
場

産 地

卸売業者

仲卸業者

物
流

商
流

卸売市場法改正において、流通の効率化を図る観点から、インター
ネット等を活用した電子商取引を行う場合、物品を市場に搬入して
取引しなければならない商物一致規制を緩和。

小売業者等

卸
売
市
場

卸売業者

仲卸業者

物
流商

流
○ 電子商取引
・ システム開発費（初期投資）が大きな負担
・ コストに見合うメリットを発揮するためには、関係者
の参加率向上、取引品目の拡大が必要

・ 取引ルールの確立（関係業者における利害調整）

○ ダイレクト物流
・ 電子商取引と連動した配送システムの開発
・ 輸送ルールの確立

物流が多段階
で高コスト

ダイレクト物流で
コストダウン

問題点と克服の方向性

先進モデル事業の先進モデル事業の実施実施

ﾎｰﾑｾﾝﾀｰ

取引業務、仕切業務等

仕分け業務、場内搬送
業務等

配送業務

試算によると、取引業務
等がネット上で可能になる
ことから、販売担当者の業
務が半減

出荷者から小売業等

の実需者に、商品をダイ
レクトに配送することが
可能になることから、市
場内の仕分け・搬送コス
トの削減が可能。また、
市場外の配送コストの削
減が期待

受発注

場内物流

－ 商 物 分 離 直 接 流 通 成 果 重 視 事 業 －

【 事 業 目 標 】

○ 電子商取引を導入する中央市場の数：
３年後に２０％、５年以内に４０～５０％

○ モデル地区での電子商取引の取扱量シェア：
１０～２５％

○ 中央卸売市場の卸売業者従業員１人当たり
の取扱量・金額の対前年比の伸び率：

過去５年間の平均伸び率以上

【【 事事 業業 目目 標標 】】

○ 電子商取引を導入する中央市場の数：
３年後に２０％、５年以内に４０～５０％

○ モデル地区での電子商取引の取扱量シェア：
１０～２５％

○ 中央卸売市場の卸売業者従業員１人当たり
の取扱量・金額の対前年比の伸び率：

過去５年間の平均伸び率以上

市場法改正

産 地

商
流

電子商取引の導入電子商取引の導入

量 販 店配送センター
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○ 小売店ではバラ売りの採用、レジ袋からマイバッグ・マイバスケットへの転換といった取組が進むとともに、地場農産物を提供
する直売所の設置や量販店における地場農産物コーナーの設置など、生産者と消費者の顔の見える関係を構築する地産地
消の取組も進んでいる。

○ 地産地消の取組

直売所直売所
地場農産物を提供する地場農産物を提供する
直売所の設置直売所の設置

量販店量販店
地場農産物コーナーの設置地場農産物コーナーの設置

学校給食学校給食
地場農産物を活用した地場農産物を活用した
学校給食の実施学校給食の実施

交流活動交流活動
消費者と生産者の意見交換会や消費者と生産者の意見交換会や
試食会の実施試食会の実施

生
産
者
と
消
費
者
の
顔
の
見
え
る
関
係
を
構
築

生
産
者
と
消
費
者
の
顔
の
見
え
る
関
係
を
構
築

生
産
者
と
消
費
者
の
顔
の
見
え
る
関
係
を
構
築

・ 消費者の選り好みでロスが多く出る

・ 売場での鮮度管理が難しい

・ 売れ残り品の取扱に手間がかかる

・ 衛生面で消費者が不安を感じる

・ 規格が揃っていないとできない

・ 買い物に手間取り売り場が混雑する

・ 消費者が好きな量を買える

・ 包装経費を軽減できる

・ 新鮮とれたてイメージを演出できる

・ 環境に配慮した販売を演出できる

・ 季節を感じさせる売場を演出できる

・ 仕入コスト・陳列コストを引き下げられる

デメリットメリット

○ バラ販売のメリット、デメリット

資料：農林水産省「平成９年度低コスト・省資源型野菜流通システム検討事業」

２２

○ マイバッグ・マイバスケット普及の取組

流通コスト縮減に資する販売方法、地産地消の取組の推進流通コスト縮減に資する販売方法、地産地消の取組の推進



流通業者による数量・価格の調整流通業者による数量・価格の調整流通業者による数量・価格の調整 企業グループで全規格買付け企業グループで全規格買付け企業グループで全規格買付け

産地による商品企画提案・受注生産産地による商品企画提案・受注生産産地による商品企画提案・受注生産

:コスト削減のポイント

産地による一次加工品の供給拠点産地による一次加工品の供給拠点産地による一次加工品の供給拠点

食農連携の強化等による実需者ニーズへの的確な対応食農連携の強化等による実需者ニーズへの的確な対応

生産・実需間の連携の強化、産地の生産体制の整備、契約取引の拡大を推進 ２３

受注 生 産

畑 づ く り

技 術 指 導

パッケージ

外 食

中 食

スーパー

計
画
仕
入

納品（商物分離）

生産企画・商品企画

売場企画・販売企画
担 当 者 バ イ ヤ ー

・ 通い容器の利用
（段ボールの廃棄不要）
・ 包装資材の削減

・ 通い容器の利用
（予冷の効率化）

・ 人件費の削減

産地 産地 産地

流 通 業 者
ニーズにあった産地と、複数
のチャネルを用いて調整

・ 原則欠品なし（数量は前日決定）
・ 期間値決め（月決めなど）

外食業者

・ 作付面積などを産地毎に決定
・ 期間値決め（シーズン値決めなど）

中食業者

・ 取引窓口の一本化
・ ロス率の低減
・ 通い容器利用
（段ボールの廃棄不要）

・ 通い容器の利用
（予冷の効率化）
・ 包装資材の削減

Ａ県

Ｂ産地

Ｃ産地

Ａ
県
野
菜
セ
ン
タ
ー

外食・中食産業

・ 消費地でのごみ処理コストの削減
・ 取引窓口の一本化
・ 輸送の効率化
・ 人件費の削減

・ ロットの大型化
・ 選別・調製作業の簡素化

・ 周年安定供給
・ 生産履歴の分かるＱＲコードを添付した加工品
・ 鮮度、細菌数など品質管理を徹底

生

産

者

企
業
グ
ル
ー
プ
会
社

小

売

惣
菜
・
外
食

Ｍ・Ｌ規格

その他の規格

収
穫
物
全
量
買
付
け

・ 選別・調製作業の簡素化
・ 商品化率の向上
・ ロットの大型化

農協

・ 調達コスト
の低減



○ 近年、卸売市場における低温卸売場の整備が進んでいる。コールドチェーンの構築による食品流通過程での鮮度保持により、
食品ロスの発生抑制が期待される。

○ 大手外食産業を会員とする社団法人日本フードサービス協会では、経営コストの上昇要因となるリサイクルのコスト削減を図
るため、店舗毎に対応していた食品廃棄物の収集運搬やリサイクルを共同化する実験事業を実施している。事業参加店舗
（１０２店舗）の食品廃棄物処理委託費は、取組以前に比べ全体で約１割削減した。

食品ロスの発生抑制、食品廃棄物の処理コスト削減の取組について食品ロスの発生抑制、食品廃棄物の処理コスト削減の取組について

○ 社団法人日本フードサービス協会の取組

(社)日本フードサー
ビス協会：
・ 事業の企画運営
・ 収集運搬業者の
集約化
・ 全体調整

従来：店舗毎に収集業者に処理委託
現在：収集業者を少数に集約した上で共同化

地元スーパー
マーケットが参画

Ａ社Ｓ市店

Ｂ社Ｓ市店

Ｃ社Ｓ市店

リサイクル業者

市営ごみ焼却施設

Ｄ社
Ｓ市店

収集運搬業者Ｅ

業者Ｆ

業者Ｇ

業者Ｈ

リサイクル業者
農事組合法人
百姓倶楽部業者Ｅ

業者Ｆ

リサイクルたい肥
を使い組合員が野
菜･米を生産地元スーパー：

「百姓倶楽部」専用ブースを設け販売

２４

○ コールドチェーンの推進

【コールドチェーン構築への取組】

・ 強い農業づくり交付金のうち卸売
市場整備対策

・ 物流効率化法による卸売市場の
流通業務の総合効率化と併せた
コールドチェーン構築の支援

・ 卸売市場開設者が業務規程にお
いて品質管理の方法を定めることを
義務づけ

・・ 強い農業づくり交付金のうち卸売強い農業づくり交付金のうち卸売
市場整備対策市場整備対策

・・ 物流効率化法による卸売市場の物流効率化法による卸売市場の
流通業務の総合効率化と併せた流通業務の総合効率化と併せた
コールドチェーン構築の支援コールドチェーン構築の支援

・・ 卸売市場開設者が業務規程にお卸売市場開設者が業務規程にお
いて品質管理の方法を定めることをいて品質管理の方法を定めることを
義務づけ義務づけ

【コールドチェーンに関する目標】

中央卸売市場における
低温卸売場の整備率

平成１７年３月時点で９．１％
↓

平成２１年度までに１１．１％

中央卸売市場における中央卸売市場における
低温卸売場の整備率低温卸売場の整備率

平成１７年３月時点で９．１％平成１７年３月時点で９．１％
↓↓

平成２１年度までに１１．１％平成２１年度までに１１．１％

4.5%
5.3%

5.8%
6.4%

7.5%

9.1%

H12 H13 H14 H15 H16 H17

【中央卸売市場低温卸売場面積率】



○小売店の作業省力化を考慮した納品（仕分け）等を実現している卸売場

店舗
配送

パネルで仕切り、野菜の特性に合わせて細か
な温度管理を行う。

【低温卸売場】

全て商品は「店舗ごと」「商品カテゴ
リー別」に仕分けられ、キャリーに載せ
たままトラックに積載、店舗へ配送。

【仲卸業者】（せ
り
・
相
対
取
引
を
行
う
エ
リ
ア
）
（小
売
店
向
け
の
仕
分
け
エ
リ
ア
）

（
ド
ッ
ク
シ
ェ
ル
タ
ー

に
よ
る
鮮
度
管
理
）

【内部の様子】
（店
舗
へ
の
出
荷
前
待
機
）

【小売店舗】

キャリーを利用した商品のカテゴリー別の仕分けにより、
陳列・納品、片づけなどの作業時間が大幅に短縮可能。

【従来】

【現状】

積載効率を上げるため、小売店の作業効率を考慮しない詰め
込み輸送により、荷おろしなどの作業が労働集約的で非効率。

改善

２５

○ 卸売業者の横浜丸中青果株式会社が開設した低温卸売場では、仲卸業者による小売店の作業効率を考慮した仕分け、温
度管理された鮮度の高い商品の供給等を実現している。

○ 卸売場は「せり・相対取引を行うエリア」と「小売店向けの仕分けエリア」に分けられ、荷おろし、仕分け等の作業が円滑に行
われている。また、パネルによる仕切りなどにより、卸売場への搬入から荷さばき、トラック搬入までの適切な温度管理が行わ
れている。

○ 小売店向けの仕分けは、従来の商品カテゴリーを考慮しない詰め込み輸送（カゴを利用）では、小売店での陳列に多くの作
業時間を要していたが、同一カテゴリーの商品を集約して仕分け、輸送（キャリーを利用）することで、陳列作業の省力化に貢
献している。

（参考）（参考） 食品流通業者における物流効率化取組事例食品流通業者における物流効率化取組事例



メーカー１ メーカー２ メーカー３

卸売業１ 卸売業２ 卸売業３

【従来の物流】

メーカー１ メーカー２ メーカー３

卸売業１ 卸売業２ 卸売業３

共同物流センター

【ＦＬＮ社による共同物流】

○ 食品卸売業者が中心となって運営する共同配送事業会社フーズ・ロジスティクス・ネットワーク株式会社（ＦＬＮ社）は、複数の
食品メーカーの商品を物流センターで預かり、食品卸売業者へ配送するという共同配送事業を行っている。

○ ＦＬＮ社による共同配送事業は、小ロットの商品を扱う中小食品メーカーにとってメリットが大きく、利用しているメーカーの中
には、物流コストが最大で２０％低減できた例もあるなど、メーカー物流の効率化に貢献している。

【システムの特徴】
① ルート配送を中心とした共同物流による納品リードタイ
ム短縮、未着遅延防止
② ３１２日（週６日）の入出荷・配送体制の実現
③ 鮮度管理と日付逆転出荷防止のシステム化
④ 専用Ｗｅｂサイトによる情報提供
⑤ オンラインパレット枚数管理によるパレット流出の防止
⑥ 共配統一納品書採用による納品書のフォーマット統一

メーカー物流の課題
一括物流

○ 個別のメーカーが個々に卸売業者に配送すると、
輸送コストが大きく、荷受け側の負担も大きい。

○ 卸売業者からの、３６５日の発注・納品の要請、必
要量のみでの発注に対して、個別の食品メーカーで
は、休日の受注、配送は困難であること、卸の発注
がメーカー希望ロットでの受注、配送とは限らない
（多品目少ロット等）ことから、単独での対応は難し
い。

○共同配送による物流効率化

輸送コスト
が大きい

荷受け負担
が大きい

輸送コスト
の低減

荷受け負担
の軽減

２６



１．１．取組取組の契機の契機

仲卸業者であるベジテック社は小
売業との取引が深く、農協や卸売
業者よりも消費者ニーズに柔軟に
対応できる優位性の活用を模索。

仲卸業者である仲卸業者であるベジテックベジテック社は小社は小
売業との取引が深く売業との取引が深く、、農協や卸売農協や卸売
業者よりも消費者ニーズに柔軟に業者よりも消費者ニーズに柔軟に
対応できる優位性の活用を模索。対応できる優位性の活用を模索。

２．２．取組内容取組内容

① 生産者から通い容器で運ばれ

た商品の出荷調整作業（洗浄・
選別・包装等）を肩代わりする産
地サポートセンターを設置

② 当該センターでは、トレーサビ
リティ・システムの導入により農
産物の残留農薬をチェック

③ また、カット野菜、カットフルー
ツの需要の高まりに対応した加
工センターを整備

①① 生産者生産者から通い容器で運ばれから通い容器で運ばれ

た商品た商品の出荷調整作業の出荷調整作業（洗浄・（洗浄・
選別・包装等）選別・包装等）を肩代わりする産を肩代わりする産
地サポートセンターを設置地サポートセンターを設置

②② 当該センターでは、当該センターでは、トレトレーーサビサビ
リティリティ・・システムの導入によりシステムの導入により農農
産物の残留農薬をチ産物の残留農薬をチェェックック

③③ また、また、カット野菜、カットフルーカット野菜、カットフルー
ツの需要の高まりに対応した加ツの需要の高まりに対応した加
工センター工センターをを整備整備

加工施設加工施設加工施設

Ａ仲卸業者Ａ仲卸業者Ａ仲卸業者

【 今後の課題 】

１ 契約品目の拡大

２ 産地サポートセンターの拡大

３ 残さリサイクルシステムの確立

【【 今後の課題今後の課題 】】

１１ 契約品目の拡大契約品目の拡大

２２ 産地サポートセンターの拡大産地サポートセンターの拡大

３３ 残さリサイクルシステムの確立残さリサイクルシステムの確立

産 地産産 地地

Ｂ仲卸業者Ｂ仲卸業者Ｂ仲卸業者 ベジテック社ベジテック社

C仲卸業者CC仲卸業者仲卸業者

食品小売業者食品小売業者食品小売業者

中食・外食・給食業者中食・外食・給食業者中食・外食・給食業者

○ 仲卸業者であるベジテック社は、生産物の洗浄、選別、包装等の調整作業を行う産地サポートセンターを設置し、生産者の出
荷作業の省力化に貢献している。

○ また、加工センターも整備し、カット野菜、カットフルーツの製造を行っている。

調整作業
の肩代わ

り

→ 生産者の
出荷作業

の省力化調整作業
の肩代わ

り

調整作業
の肩代わ

り

→→ 生産者の
出荷作業

の省力化

生産者の
出荷作業

の省力化

産地サポートセンター産地サポートセンター産地サポートセンター

市場外流通市場外流通

加工向け加工向け

生鮮品生鮮品

○ 仲卸業者による産地サポート

２７


